
(C) Yamaguchi Pref. 1

中東情勢に関する
山口県庁内情報連絡会議

山口県総務部
防災危機管理課



(C) Yamaguchi Pref. 22

＜目的＞県内事業者への影響や国の新たな動き等について情報共有を通じて

関係部局の連携を強化する

＜日時＞ 令和８年４月１７日(金) １４時～

＜場所＞ 山口県庁農林水産部２号会議室（９階）

1 開会

2 議題

（１）国の対応状況 （２）本県の対応状況 （３）その他

3 閉会

概要

次第



(C) Yamaguchi Pref. 3(C) Yamaguchi Pref. 3

（1）国の対応状況

中東情勢に関する関係閣僚会議
＜目的＞

〇中東情勢に関する情報の収集・共有・提供を適切に行う 〇航行の安全、エネルギーの安定供給等の確保を図る

＜構成＞

〇議 長：内閣官房長官／構成員：外務大臣 、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、防衛大臣

※赤澤経産大臣を「中東情勢に伴う重要物資安定確保担当大臣」に任命（3/31）

〇開 催：第１回（3/24）～第４回（4/16）及びタスクフォースの開催

中東情勢の影響を受ける医薬品、医療機器、医療物資等の確保対策本部

＜目的＞

〇中東情勢に影響を受ける医薬品、医療機器、医療物資等の確保

に向け、安定供給上の課題の分析や対応策の検討を始めとする

総合的な対応を図る

＜構成＞

〇本部長：厚生労働大臣・経済産業大臣  

構成員：厚労省・経産省担当職員

〇開 催：第１回（3/31）～第３回（4/16）※非公開



(C) Yamaguchi Pref. 4(C) Yamaguchi Pref. 4

（1）国の対応状況

令和8年4月10日 経済産業省
「中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース資料」から抜粋



(C) Yamaguchi Pref. 5(C) Yamaguchi Pref. 5

（２）本県の対応状況／健康福祉部

〇 関係団体等に医療関係物資等の需給状況の聞き取りを実施

〇   現時点で深刻な影響は生じていないが、事態の長期化による不安感あり

■ 関係団体等を通じて、医療関係物資等の需給状況について聞き取り
＜主な意見＞
・現時点、流通に大きな支障は生じていない。
・事態の長期化による今後の医療物資等の供給不足への不安感がある。

１ これまでの取組（聞き取り状況等）

■ 関係団体からの情報収集を継続的に実施するとともに、EMIS※ を活用して
医療機関における需給状況を調査

■ 今後も関係機関と連携・協力し、国の対応を注視しながら、物資の流通の状況
把握に努め、適時適切に対処

２ 今後の対応等

※ 広域災害・救急医療情報システム



(C) Yamaguchi Pref. 6(C) Yamaguchi Pref. 6

（２）本県の対応状況／産業労働部

〇 特別相談窓口の拡充や県制度融資により中小企業者の資金繰り等を支援

〇 県内企業からは、原材料の高騰や事態長期化への懸念などの声が聞かれる

■ 特別相談窓口における対応 相談件数１０件（資金繰りに関すること 等）

■ 制度融資による支援 融資件数 ２件（原油価格・物価高騰対応資金）

■ 関係機関等を通じて、県内企業の現状や今後の見通し等を確認
＜主な意見＞
・原材料が高騰 ・物資調達が困難 ・事態が長期化した場合の影響が心配 等

１ これまでの取組（聞き取り状況等）

■ 引き続き、関係機関等と連携し、県内企業への影響の把握等に努める

■ 国の対応等を注視しながら、必要に応じて対策等を検討していく

２ 今後の対応等



(C) Yamaguchi Pref. 7(C) Yamaguchi Pref. 7

（２）本県の対応状況／観光スポーツ文化部

〇 地域公共交通事業者等に燃料調達状況について確認
〇 当面の燃料は調達できているものの、燃料コスト高騰によりフェリーの減便が

発生するなど、影響が出始めている状況

【聴取先】バ ス   ：県バス協会、路線バス運行７事業者
  タクシー   ：県タクシー協会
  離島航路･フェリー：離島航路１1事業者、内航フェリー３事業者

■ 運行（運航）に必要な当面の燃料は調達済
■ 長期化した場合の燃料等の調達や、燃料価格上昇に伴う事業費の増大を懸念

１ これまでの取組（聞き取り状況等）

■ 引き続き、関係団体からの情報収集を継続的に実施
■ 長期化した場合の影響などをきめ細かく把握し、国の動向も踏まえながら、

必要な対策を実施

２ 今後の対応等



(C) Yamaguchi Pref. 8(C) Yamaguchi Pref. 8

（２）本県の対応状況／農林水産部

〇 事業者向け総合相談窓口を設置するとともに、関係団体等に聞取を実施

〇 燃油、石油関連製品の価格高騰や調達困難による経営への影響を懸念視

■ 相談件数３件（内容：燃油等の調達困難に対する不安、支援策についての問合せ） 
■ 関係団体を通じて、燃油や生産資材等の充足状況や供給見通し等について調査

＜主な内容＞
・現時点で深刻な影響が出ている事業者からの相談はないものの、今後、燃油、

石油関連製品の価格高騰や調達困難により、経営へ大きな影響が生じることを
懸念視

１ これまでの取組（聞き取り状況等）

■ 引き続き、関係団体からの情報収集を実施
■ 国の対応等を注視しながら、必要に応じて対策等を検討していく

２ 今後の対応等
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